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序章 ハンセン病者の当事者性とその不在化  














































































2001 年の熊本地裁判決の内容を受け、厚生労働省の委託事業として 2003（平成 15）年













































                                                   





























り上げた IFSW（2000）のソーシャルワークの定義 7を以下に引用する。  
 





                                                   
5同上、 p.376。  
6横田恵子編（ 2007）『解放のソーシャルワーク』世界思想社、 pp.41-69 所収。 
72000 年 7 月 27 日モントリオールにおける総会において採択、日本語訳は日本ソーシャルワーカー


















































































































して示された（第 4 章）。  
二つ目の能動的主体への契機は、自らの生きてきた経験を聴き手に対して語る、という
行為にみられた。本研究では国立療養所で患者運動、自治会活動、自治会史の編纂などに
たずさわった男性入所者 3 名にインタビューを行い、そのうち 2 名のライフストーリーを
                                                   














う過程に能動的主体への契機があった（第 5 章、第 6 章）。このことは、運動によって能動
性を現してきた男性入所者の陰で、声の聴き手が存在せずに当事者性が不在化されていた






















































































法律第 11 号は、その後 1931（昭和 6）年に「癩予防法」へと改正され、同法によって
資力の有無を問わず、「癩患者ニシテ病毒伝播ノ虞アルモノ」（第三条）が隔離収容の対象



























































ものといってよい」と指摘する（成田 2009:200）。  

































































































































































































































（3）課題 3：ハンセン病者の当事者性の回復はいかにして可能となるのか  



















第 4 節 研究の方法、本研究における調査の概要と倫理的配慮、用語の表記 
（1）研究の方法 






















 一つ目は、ハンセン病問題基本法にもとづく全国 13 園の将来構想の現状と地域とのか
かわりのあり方を把握するために入所者自治会に対するアンケート調査を 2011 年 12 月
22 日～2012 年１月 20 日にかけて実施した。本調査は「国立ハンセン病療養所と地域の関
係にみる生活支援の社会的基盤形成に関する研究」日本学術振興会科学研究費補助金  研




































か、⑥これまでの人生をどのような思いで生きてきたのか、の 6 点である。3 名のうち 1
名の調査協力者は在日韓国・朝鮮人の方であり、上記 6 点のほかに「国立療養所のなかで
在日韓国・朝鮮人患者がおかれてきた状況について」焦点化して聞き取りを行った。  







に関する研究」日本学術振興会科学研究費補助金  若手研究 B（研究課題番号：
25780346、2013 年度～2016 年度）によるものである。  
 
表序-1：調査対象者について 
対象者 性別 療養所入所年  調査実施年月  所属 取りあげる章 
A さん 男性 1952（昭和 27）年 2014 年 3 月 
2016 年 2 月 
全療協 4 章、5 章 
終章 
B さん 男性 1945（昭和 20）年 2014 年 9 月 入所者自治会 4 章 











る研究」日本学術振興会科学研究費補助金  若手研究 B（研究課題番号：25780346、2013






施設、機関名  調査実施年月  所在地 取り上げる章 
聖ラザロマウル  2016 年 2 月 京畿道 補論 
韓国キリスト教ハンセン人宣教会  2016 年 2 月 ソウル特別市  補論 
韓国ハンセン総連合会  2016 年 2 月 
2017 年 2 月 
ソウル特別市  補論 
定着村（1 か所） 2016 年 2 月 京畿道 補論 









第 5 節 論文の構成と各章の概要 
 本研究は論文の全体を概観し、研究の枠組みと分析の枠組みを提示する序章、研究の枠
組みと分析の枠組みを用いながら、ハンセン病者の当事者性とその不在化の様相を明らか





































































































































研究対象および研究方法に関する動向を、（ 1）「らい予防法廃止前後期（～ 1997 年）」、
（2）「国賠訴訟関連期～ハンセン病問題検証期（1998 年～2005 年）」、（3）「ハンセン病問






















































































る複雑な状況の 2 点から示した。  
 
第 5 章 全患協・全療協運動にたずさわること―「能動的主体」への契機①― 




れた。A さんの語りから A さん自身の当事者性の様相を「受動性の下での能動化」の現
れ、「当事者性の客体化」の内面化、「能動的主体」への契機として論じた。  
 



































































































第 1 章 ハンセン病をめぐる社会の認識と研究動向―ハンセン病者の当事者性の様相―  






























とあわせて文献リストを作成したため 2009 年 1 月末時点までのものを対象としている 20。 













 表 1-1 に掲載した療養所入所者の作品、入所者に関わる作品には、入所者と出会い、か
れらの声を聴き、出版につなげた媒介者の存在によって世に出されたものが含まれている。 
療養所入所者の作品で著名なものとしてあげられる北条民雄の『いのちの初夜』（ 1955）




治 25）年に発病、自宅療養の後、 1919（大正 8）年に熊本県に開院した回春病院へ入院、




























                                                   
21玉木の生育歴については『わがいのち  わがうた』（玉木愛子 1986）に収められた「玉木愛子関連略









































                                                   
22交流の家（むすびのいえ）とは、奈良市にある、ハンセン病回復者のための宿泊施設。「『らい復権セ
ミナーセンター』として 1967 年にフレンズ国際労働キャンプ（ FIWC）関西委員会によって建設」され
たもの。「 1963 年、ハンセン病快復者が宿泊施設の利用を拒否された事を知った FIWC 関西のメンバー
が呼びかけ、奈良市の大倭紫陽花邑から土地の提供を受けて、ハンセン病快復者と社会を結ぶセンタ
ーとして建設」という経緯がある。 https://mognet.org/fiwc/musubi.html より。  
23 久保は川田誉音がソーシャルワークの過程を「援助の過程」と「生の過程」に分けた、という点を























子』の存在と、1952 年 4 月 10 日に刊行された『愛楽誌』の刊行」にあると指摘する（同













































































第 2 節 研究動向にみるハンセン病者の「当事者性の不在化」  
―ハンセン病をめぐる論文件数の推移と論説の動向から―  
論文情報ナビゲータ CiNii で 2009 年 1 月 24 日、「ハンセン病」をキーワードに検索を
行ったところ、該当したのは 2,224 件であった。発表された年が記載されているもので最
も古いのは 1974 年「化学療法によるハンセン病の臨床経過と予後の研究 1-らい腫型の菌
の消長」（滝沢英夫）という医療分野の論文であった。一番古いものから「らい予防法」が
廃止される前年の 1995 年までの 21 年間で発表されている論文件数は 87 件、「らい予防法」
が廃止された 1996 年から熊本地裁判決が出される前年の 2000 年までの 5 年間に発表され
ているものは 582 件、2001 年以降 2009 年までが 1,555 件となっていた。論じられている
分野は医療、法律、社会、歴史、宗教、社会福祉、建築など様々であるが、医療分野にお
けるハンセン病の症例研究に関わるものが多いことが特徴的である。  
該当した 2,224 件の論文件数の内訳は 1990 年～1992 年までが毎年一桁台、 1993 年～
1995 年までがそれぞれ 10 数件ずつとなっている。その後「らい予防法」廃止の 1996 年に
なると 41 件、国賠訴訟提訴の 1998 年が 150 件、2000 年が 102 件、熊本地裁判決が出され
た 2001 年が 224 件となっている。論文件数が最も多いのは 2005 年の 245 件、次いで 2006
































業のなかで明らかとなった胎児標本問題 24や 2003 年の国立療養所入所者に対する宿泊拒否
事件に関する論説、検証会議で出された最終報告書への言及や韓国及び台湾のハンセン病
回復者らの補償問題をテーマとした論説がみられる。そしてハンセン病問題基本法が成立
した 2008 年には基本法をめぐる特集、療養所の将来構想に関わる議論などもみられる。  
 またハンセン病に対して「癩」、「らい」という呼称が用いられてきた歴史的経緯をふま
え、CiNii で「癩」をキーワードに検索を行ったところ最も古いもので 1925 年「癩病療養
所拡張と増設」（朝鮮朝日）から、2008 年「文学にみる障害者像ヴェンセスラウ・デ・モラ
エス著 花野富蔵訳『癩者』」（清原工）まで 453 件の論文記事が該当した。453 件のうち、
「らい予防法」が廃止される前年の 1995 年までに掲載されている件数は 364 件、1996 年
以降は 89 件となっている。掲載されている論文のタイトルを一覧すると、 1925 年の論文
から 1995 年までに発表されたもののうち症例研究に関する内容が 253 件と多くを占めて
おり、1996 年から 2008 年までをみると症例に関する研究は 6 件と少なくなっている。  
医療分野以外では「救癩事業」や「救癩史」をテーマとする輪倉一広（「『癩予防ニ関ス













「改正『癩予防法』の成立と絶対隔離への道」（ 1991）他 4 件）、近代日本のハンセン病史、
部落問題の歴史研究者滝尾英二 26（「日本・朝鮮近代ハンセン病史・考（ 5）小鹿島『癩』療




論文および著作は 1990 年代以降 2008 年までに発表されたものとする 27。 
 
第 3 節 先行研究にみるハンセン病者の当事者性の様相  
―研究対象および研究方法に関する動向から―  
本節では前節で取り上げたハンセン病をめぐるトピックスから（ 1）「らい予防法廃止前
後期（～1997 年）」、（2）「国賠訴訟関連期～ハンセン病問題検証期（ 1998 年～2005 年）」、
（3）「ハンセン病問題検証期以降（ 2006 年～2008 年）」という 3 つの時期区分を設定して
ハンセン病関連の研究における分析対象と視点を整理する。  
 
（1）「らい予防法」廃止前後期（～ 1997 年） 
CiNii を用いた「ハンセン病」をキーワードとする論文検索で最も古い 1974 年の論文か
































































その矛盾を明らかにすることができると考えるのである」（藤野 1993:4）とその目的を論じている。  
34 
 






























ことが示された」（同上 2004：250）と述べている。  
















































                                                   







































































































































































                                                   








田勝政らの研究によって「再興」しつつある（本多 2011:1）。第 2 の系譜は「ハンセン病
国家賠償訴訟によって生じた福祉界の専門家的自省に基づく社会福祉倫理による隔離政策
批判」であるとし、窪田（ 2008）らが挙げられている。本多は第 2 の系譜の限界として
「これらの福祉専門職は、現実の療養所の医療・福祉職による援助実践を正確に把握して
おらず、その批判も内部の援助者にはリアリティのあるものとして届かない」点を指摘す


































第 2 章 戦前期の文芸誌『高原』にみる「病者としての当事者性の受容」  



















































































































多の困難を超えて担い続けた女性たちであった。（窪田 1988：103）  
 
 窪田（1998）では「救癩事業」に対する評価はなされていないものの、当時の社会にお
                                                   
32山本俊一『日本らい史』の初版は 1993 年発行、増補版（第 1 刷）は 1997 年に発行されている。本研








































                                                   
33山下道輔（ 2002）「バリアフリー図書館を―隔離による文化の行方」大岡信・大谷藤郎・加賀乙彦ほ
















































短歌による交流について分析している。『檜の影』とは 1909（明治 42）年全国 5 か所に設
けられた公立療養所の一つ「九州療養所」（後の国立療養所菊池恵楓園）の入所者たちによ
























表 2-1：戦前期の公私療養所で発行されていた雑誌  
療養所名  雑誌タイトル  創刊年  
全生病院【公立】  『山櫻』  1919 年 4 月  
九州療養所【公立】  『檜の影』  1924 年 6 月  
北部保養院【公立】  『甲田の裾』  1930 年 12 月  
長島愛生園【国立】  『愛生』  1931 年 10 月  
大島療養所【公立】  『藻汐草』  1932 年 4 月  
聖バルナバ醫院【私立】  『高原』  1932 年 12 月  
外島保養院【公立】  『楓』 1936 年 5 月  













た「湯之沢集落」（1887～1942）で「英国教会福音宣布協会（ Society for the 
Propagation of the Gospel）」（中村 2007：86）の宣教師メアリ・ヘレナ・コンウォー

























ション」の運営していたホームおよび関連事業、活動団体を図 2-2 に示した 34。 
                                                   




















   :草津町（上町），     :湯之沢集落（下町），     :BM 























































































































































































表 2-2：『山櫻』『愛生』『高原』の歩み（創刊、休刊、復刊、誌面内容）  




























































































































































































































                                                   








































                                                   
36廣坂美津夫（ 1938）「湯之澤雑筆（十） /○異論あり」『高原』第 7 巻第 3 号、 p.11。 
37廣坂美津夫（ 1938）「湯之澤雜筆（十五） /○編輯辯」『高原』第 7 巻第 11 号、 p.9。 








































                                                   
39鶴田一郎（ 1941）「廢刊に臨み御援助を賜ひし各位に感謝の意を表し併せて同人に別辞を呈す」『高
原』第 10 巻第 2 号、 p.3。  









































                                                   








































                                                   
42廣坂美津夫（ 1940）「湯之澤雜筆（三十）」『高原』第 9 巻第 10 号、 pp.8-9。 














はやる覺悟である 44。  
 
























                                                   
44廣坂美津夫（ 1940）「編輯室より」『高原』第 9 巻第 6 号、 p.14。  
45廣坂美津夫（ 1941）「編輯室より」『高原』第 10 巻第 1 号、 p.12。  













































第 3 章 隔離政策と「当事者性の客体化」―国と病者の関係に着目して―  
第 1 節 「癩予防ニ関スル件」、「癩予防法」における国と病者の関係―「主体―客体」―  
『国立療養所史（らい編）』（国立療養所史研究会編 1975）のなかで、国立療養所長島愛
生園長（当時）であった高島重孝は「我が国のらい事業は、20 年即ち two decade をもっ
て、一時代と画すると都合が良いと考える」と述べ、表 3-1 のような時期区分をしている。





慈」であった。（国立療養所史研究会編 1975:9-10）。また、「昭和 25 年（1950 年）以降の
2decade は、更生医学の時代といえる。社会復帰および Rehabilitation が盛んに行われ、
実施された時代で、昭和 28（1953）年のらい予防法改正が、転機の Key point となって
いる」と述べている。  
 
表 3-1：ハンセン病政策の変遷（高島および植園の時期区分をもとに筆者作成 47）  
 時期  内容  備考（筆者追記）  
1 1886（明治 19）年～  




2 1907（明治 40）年～  
1929（昭和 4）年  
浮浪徘徊するらい患者の隔離収容の時代  
【 1907：癩予防ニ関スル件 /浮浪患者の救護】 
伝染病であるとの
認識に基づく対策  
3 1930（昭和 5）年～  







4 1951（昭和 26）年～  
1970（昭和 45）年  
更生医学の時代  
【 1953：らい予防法 /隔離政策の継続】  
「らい予防法」改
正闘争  












                                                   
47高島重孝が『国立療養所史（らい編）』の「第 1 部らい百年史年表」の「まえがき」で述べている
「らい事業」の時期区分（国立療養所史研究会編 1975:9-10）および、植園八蔵（当時菊池恵楓園福
祉室長）が「第 2 部らい療養所活動とその変遷」の「 8.らい対策立法の展開と福祉」で述べている時









は 40～70 名程度と少数であり、多くは浮浪状態にあった（国立療養所史研究会編 1975:89）。
1897（明治 30）年ベルリンで開催された第 1 回国際らい会議においてハンセン病が伝染病
であること、隔離という方法が最良であると決議された（同上 1975:89）、（山本 2006：41）。
1989（明治 32）年 3 月の衆議院において「癩病患者及乞食取締ニ関スル質問が提出された




その後、1902（明治 35）年 3 月に「癩患者取締ニ関スル建議案」を斎藤寿雄が議会へ提
出するが不成立、1904（明治 37）年に「らいを予防すべき疾患」とする「伝染病予防法中
改正法律案」を山根正次が議会に提出するが、「らいは削除」された（国立療養所史研究会
編 1975:13）。1906（明治 39）年 2 月山根正次は「癩患者取締法案」を議会に提出するが不
成立となった（同上 1975：13）。同年 4 月、内務省は第 2 回「らい一斉調査」を実施、こ
れにより患者数は 23,815 名、住所不定患者は 1,182 名、「らい施設」入所者数は 226 名と
把握された（同上 1975：13）。こうした過程を経て、1907（明治 40）年「癩予防ニ関スル
件」（以下、法律第 11 号）は制定された。厚生省五十年史編集委員会編（資料編）（ 1988：
272）にあるように同法の制定時の内容は「 (1)府県連合立らい療養所を設置し、浮浪らい














 1919（大正 8）年に内務省は「らい一斉調査」を実施、患者数 16,261 名、入所者数は 1,491
名と把握された。内務省保健衛生調査会はこの調査と「壮丁らい」患者数との比較から、




（記述編） 1988： 204）。  
62 
 
全国の患者数を 26,343 名と推定した（国立療養所史研究会編 1975:16）。 1920（大正 9）
年、保健衛生調査会第 4 部が、根本的らい予防策要項を決議、患者 1 万人収容を目標とし、
公立療養所の増設と拡張、国立療養所の新設、自由療養区の設定を内容とした（同上 1975：
16）。しかしながら、保健衛生調査会は財政上の理由から１万床計画を 5 千床計画に変更
し、10 か年計画で公立療養所を 4,500 床に拡張し、別に 500 床の国立療養所を新設する計
画を立てた（同上 1975：16）。こうして国内のハンセン病者を隔離収容する環境の整備が
進められていった。1925（大正 14）年の「らい一斉調査」では患者数 15,351 名、入所者
数 2,176 名、病床数 2,308、1930（昭和 5）年の「らい一斉調査」では患者数 14,261 名、
入所者数 3,261 名、病床数 3,718 となっている（同上 1975：17-18）。 
1931（昭和 6）年 3 月に貞命皇后の下賜金によって「財団法人癩予防協会」が設立、渋





法第 11 号の条文第 4 条に記載された「被救護者」は「入所患者」へと改められている。国
立療養所多磨全生園のケースワーカーであった佐藤献が社会福祉専攻の学生見学者に対す


















                                                   
49山本は「癩予防法」という名称について「この法律は形式的には法律第一一号の改正であるが、内容
的にはかなり充実したものとなったので、『癩予防法』と呼ばれることとなった」と述べている（山本
2006： 185）。  
50国立療養所多磨全生園の機関誌。佐藤の講演要旨は「偽名  社会福祉専攻の学生見学者に対する口演
の要旨」（ pp.2-6）として掲載されている。  




































                                                   
52病者の作品に限定せず、小川正子の『小島の春』（ 1938）や神谷美恵子『極限の人』（ 1973）なども取
り上げている。 
53遠藤（ 1977）では「癩予防法」の特徴、法律第 11 号からの変更点などについての記述はみられない
が、 1934（昭和 9）年度の福島県方面委員大会で「癩患者を強制収容」することが「取締法規の明記
する処」と理解されていたことに対して「これは法令解釈としては間違いで、無条件の強制収容はで








務省衛生局が「癩根絶一万床 3 ヶ年計画」を発表している（同上 1975：22）。さらに 1940
（昭和 15）年 7 月に熊本県のハンセン病者自治集落であった「本妙寺集落」の解散 55、1941
（昭和 16）年 2 月熊本県の私立療養所回春病院が経営困難のため解散、同年 4 月群馬県の
私立療養所聖バルナバミッションが経営困難のため解散、 5 月に湯之沢集落の解散、 1942








同年 12 月には「傷痍軍人癩療養所」として駿河療養所が設立、翌 1945（昭和 20）年 6 月
より傷痍軍人の収容が開始された。  
 























ことにあるのではないかと思うのだ」と述べる（天田 2013:46）。  
56精神科医。 1957 年から 1972 年まで国立療養所長島愛生園に精神科医として勤務。『極限の人』



























































































                                                   
57「プログラム規定」とは、基本的人権に関する憲法規定のうち、政治的・道義的意義を示すことにと













第 3 節 戦後の隔離政策の趣旨―「完全収容」による「保護―被保護」関係の持続―  







それに先立つ本節では、「人権闘争」にかかわって、 1947（昭和 22）年 9 月 18 日、9 月
26 日、11 月 6 日の厚生委員会会議録をみていく。  
 












発言②武藤運十郎議員（9 月 26 日） 








































（2）1948（昭和 23）年：「社会から根絶」、「生活の安定」  
発言⑤榊原亨衆議院議員 






































 国立療養所栗生楽泉園で起きた患者の撲殺事件に関わる厚生委員会が 1950（昭和 25）年






































（5）1952（昭和 27）年：「癩予防法」改正、「強制収容」  
発言⑩井上なつゑ委員、山口正義公衆衛生局長、藤森眞治委員  

























（6）1953（昭和 28）年：「癩予防法」改正案、「患者の福祉」、「完全収容」  
発言⑪小山進次郎厚生事務官  





























































































表 3-2：隔離収容、癩予防法に関する見解  
―1947（昭和 22）年～1953（昭和 28）年国会会議録  
 発言者  発言内容  会議録情報  


















1947（昭和 22）年 9 月
18 日  
第一回国会  
厚生委員会議録 15 号  














































1947（昭和 22）年 9 月
26 日  
第一回国会  
厚生委員会議録 17 号  















































月 6 日  
第一回国会  
厚生委員会議録 28 号  



























月 6 日  
第一回国会  
厚生委員会議録 28 号  
（ 東 政 府 委 員 草 津 調
査報告）  



















1948（昭和 23）年 6 月
4 日  
第二回国会  
本会議第 55 号  
（榊原亨君提出、救癩















































月 27 日  
第三回国会  
厚生委員会議録 5 号  
（ 國 立 癩 療 養 所 の 施


























月 27 日  
第三回国会  
厚生委員会議録 5 号  
上 記 武 藤 委 員 の 報 告
への回答  












































1950（昭和 25）年 2 月
15 日  
第 7 回国会  
厚生委員会議録 5 号  
（ 楽 泉 園 患 者 撲 殺 事















































1951（昭和 26）年 5 月
29 日  
第 10 回国会  
厚生委員会議録 31 号  
（ 星 塚 敬 愛 園 の 増 床
に 関 す る 請 願 に つ い
て）  








1951（昭和 26）年 7 月
26 日  
第 10 回国会  















































質 問 と 橋 本 厚 生 大 臣
の回答）  



















月 4 日  
第 15 回国会  
厚生委員会議録 6 号  






山 口  正 義






























































































1953（昭和 28）年 5 月
30 日  
第 16 回国会  衆議院  
厚生委員会議録 2 号  
小山説明委員より、癩
予防法改正について  
⑫  聖成稔  
（厚生技官   
公 衆 衛 生 局






















1953（昭和 28）年 5 月
30 日  
第 16 回国会  衆議院  
厚生委員会議録 2 号  































































1953（昭和 28）年 6 月
22 日  
第 16 回国会  
衆 議 院  予 算 委 員 会
議録 7 号  



















































































⑭  山口正義  































1953（昭和 28）年 6 月
24 日  
第 16 回国会  
厚生委員会議録 3 号  

























































































第 4 章 戦後国立療養所における「受動性の下での能動化」  























































































































求した」とする藤野豊編（ 1996）『歴史のなかの「癩者」』に収められた論文である。  
 同論考では「らい予防法」の成立以後、同法廃止に向けて検討が開始されるまでの時間
軸において、同法をめぐる全患協運動の動きを① 1953～64（昭和 30 年代）…予防法改正要
求の再燃期、②1965～74（昭和 40 年代）…予防法改正の沈静期、③ 1975～93 年（昭和 50










前・戦中・戦後にみられる人権闘争＝運動の変遷、とりわけ 1952（昭和 27）年 10 月から













































組織の結成、1953（昭和 28）年の「らい予防法」闘争につながっていった経緯をみていく。  
 









現れを示していく。B さんは 1926（大正 15）年、北関東の生まれで、1945（昭和 20）年に
国立療養所栗生楽泉園に入所した。 B さんは軍隊に入隊中であったが、発病し、兵役免除
となって療養所に収容された。療養所へは「らい患者護送中」と書かれた郵便車に乗って
移送されたという 61。  
「人権闘争」当時のことを B さんは次のように語っている。  
 











                                                   

















































（2）プロミン獲得運動： 1949（昭和 24）年 
 人権闘争の後、1949（昭和 24）年にハンセン病の新薬プロミンを獲得する運動が始まる。










獲得運動が始まるわけだね。これが 24 年だね。24 年に結局当時の厚生大臣が渡辺さ
んという人だね、それから大蔵大臣が池田隼人さんていう人が大蔵大臣。のちには総
理大臣ね。貧乏人は麦飯を食べなさいと。いうことで。あのときは 7,000 万の要求を
するんですよ。それで 7,000 万まかりならんということで 5,000 万の予算がつくわけ
ね。それで 5,000 万の予算がついて、要するに、吉富製薬でもって作るわけね。プロ










第 37 号（1954 年 5 月 15 日）では、駿河療養所医官馬場省二（当時）が「議会のプロミン
予算削減の報がもたらされた折、全患者躍起して予算復活要請を当局に迫った本館裏の





                                                   












（3）らい予防法闘争： 1952（昭和 27）年～1953（昭和 28）年 
 「人権闘争」、「プロミン獲得運動」に引き続いて、大きな動きとして現れたのは 1951（昭































表 4-1：三園長証言（国会会議録を転記、下線・太字は筆者）  
 発言者  発言内容  会議録情報  












































































1951（昭和 26）年 11 月
8 日  
第 12 回国会  

































































































































































































































B さんも「予防法闘争」に参加した一人であり、当時の状況を次のように語っている。  
 
B：それで私たちは（昭和） 28 年に予防法闘争に行くわけね。それで（昭和） 28 年














いうことで、私は 1 名だけ多磨の、多磨に、19 日間あそこに座り込みして、とまって
ね、一緒に厚生省交渉をやったんだけどらちがあかない。それでまた家に帰ってきて




する人がなかった。そのときに 9 項目をつけましょうと。  
 














表 4-2：らい予防法改正に関する附帯決議  











































いうことは事実としてあるんだ」と指摘している（立岩 2000:170-171）。  
1980 年代から「らい予防法」、「優生保護法」に対する反対意見を表明してきた島比呂志

































                                                   











































                                                   





































































け。それで今度は平成 8 年、8 年の段階では X 園の Y 荘（筆者注:面会人宿泊所）がで
きていましたから、ここに全国の療養所が集まりまして、結局文言を作って、いざ出
発と、3 月の 25 日か 6 日だったね。そのときに、 Z 園の代表は既得権を侵されるから













                                                   








































                                                   
68大谷藤郎（元厚生省医務局長）。  


















 そうしたなかで、予防法の「廃止」が必要であることを訴えたのが B さんである。B さ




































































第 5 章 全患協・全療協運動にたずさわること―「能動的主体」への契機①―  
 
A さん（全療協関係者） 70 
東北地方の出身。1943（昭和 18）年生まれ。A さん、母親、兄二人がハンセン病で療











 本研究におけるインタビューでは、療養所での生活において A さんが経験してきた自
治会活動、「全患協運動」とともに、息子、夫、ハンセン病元患者、キリスト教信徒とい
う A さんの持つさまざまな側面からご本人の当事者性が語られた。  
 



















                                                   













































第 2 節 自治会活動に従事（ 1963～）、全患協運動の様子 
【高校を卒業してすぐに自治会活動へ】  
A さんは学業を終えた 1963（昭和 38）年 3 月に帰園したところ、「帰ってきたらすぐ待
ち構えてたのさ、誰かが。それですぐ自治会でしょ」と先輩入所者の働きかけで入所者自
治会の書記として自治会活動に関わることになった。 1964（昭和 39）年から 1967（昭和
42）年の 6 月までは、多磨全生園で全国ハンセン病患者協議会の本部の仕事に従事した。
A さんは全患協本部での仕事を引き受けることについて、 4 年間の高校生活で貴重な経験
ができたことに対する「恩返しみたいなことをしたって悪くないな」と思ったという。  




っていたという。当時自治会の仕事に従事していた人たちは「 30 代か 40 代」で、20 代後
半だった A さんは若くして自治会メンバーとして働いていた。作業部の後は「文化部長」、
「庶務部長」、「渉外部長」を経験し、1975（昭和 50）年には全患協の中央執行委員として
再び多磨全生園で仕事をすることになり、 4 年間仕事を続けた。  
 
【エネルギーに満ち溢れた、からだをはった運動】  








































































第 3 節 今、自らの人生を振り返って―運動の評価、運動による自身の内面の変化― 
1953（昭和 28）年の「らい予防法改正闘争」の時とは異なり、 A さんが運動に参加して


































































































































 訃報の連絡を受けた A さんは、葬式に出るため実家の所在地まで出かけて行った。そこ















































































































































藤本事件とは、1951 年に熊本県菊池郡水源村（現菊池市）で起きた 2 つの事件





その控訴審中 1952 年 6 月 16 日、恵楓園内にある菊地拘置所を脱走した。ところが、






殺人容疑」で逮捕された。1952 年 11 月 22 日に殺人罪で起訴され、5 回の公判の後、
熊本地裁（出張裁判）は、 1953 年 8 月 29 日、死刑の判決を言い渡した 71。 
 






協議会編 2002：66）  
 








































































第 6 章 入所者自治会活動にたずさわること―「能動的主体」への契機②―  
 
C さん 72（前 多磨全生園入所者自治会会長） 
日本統治時代の朝鮮で 1928（昭和 3）年に生まれた。幼い頃母に連れられ日本へ。1945










第 1 節 草津時代（1945～1958）―自治会活動への関わり― 
【義務看護に従事する日々】  
C さんは草津に入所した当時は 14 歳だった。C さん自身「手足に傷がある」状態だった
が、入所後すぐに患者作業（不自由者の義務看護）に従事させられる。その後、園内の様々
な患者作業に携わる。 C さんは「青春時代がちょうど草津」で過ごすことになった。  
 






に、昭和 22 年の時に、世話係っていう職業をやってて、そのときは園内が 1,150 人ぐ
らいいたんですけど、30 地区ぐらいに分かれていて、一地区は 30 人から 50 人くらい







                                                   
72C さんへのインタビューは 2014 年 12 月 25 日に行った（場所：国立ハンセン病資料館内）。 2018 年
逝去された。  
73重監房とは、栗生楽泉園内に設置された患者を対象とした懲罰用の建物。逃走や「不良性が高い」
とされた患者が収監された。正式名称は「特別病室」。 1938（昭和 13）年から 1947（昭和 22）年まで




【10 代で執行委員に】  
世話係のなり手がいない状況下で、療友たちと「生活改善同盟」をつくり、運動を始め








もまだ数え年 16 か 17 だったんだけど、立候補させられて年ごまかして、立候補させ
られたら 10 人のうちの 7 番目くらいに当選しちゃって、仕方なしにやるようになっ
ちゃったんですよ。『風雪の紋』 74ていう草津のあれにも出てますけど、後にも先にも
















回ぐらい、全部で 4 回ぐらい草津で執行委員をやってるんですよ。  
 




 当時、草津には C さんの語りでは「50 人程」の在日・韓国朝鮮人患者がおり 75、かれら
                                                   
74栗生楽泉園入所者自治会史  










 この事件では、他地域から草津に送られてきた 3 名の患者が殺害された。 3 名のうち 1
名の患者は在日韓国朝鮮人、1 名は奄美大島の出身、1 名は大阪から送られてきた者で「暴
力団関係の人、入れ墨もしているような」人物だった。 3 名の入所後、園内では 3 名によ
る暴行事件が起き、互助組織の間でも不穏な状況があったという。そのような状況であっ
たときに、1 月 16 日、3 名の内の 1 名が互助会の事務所になっていたある舎に「乗り込ん
で」、「ドスを抜き暴れだした」（栗生楽泉園患者自治会編 1982：284）。この騒動のなかで 3
名は殺害された。  























                                                   
761 月 16 日に起きたため、『風雪の紋』では「一・一六」事件として記載されている。昭和 25 年 1 月




















第 2 節 多磨全生園へ（1964～）―「勉強をさせてもらった」― 






























































                                                   
77療養所の外で働くこと。所外作業。「仕事の内容は筋肉労働（建築労務）が主で、その他運転手、事
務手伝いなど軽作業もあったが大半は重労働であった」（多磨全生園患者自治会編 1993： 232）。園で















































さんの語りにある道路の舗装や納骨堂の補修について『俱会一処』には「昭和 50 年 8 月に
は労務外出者が納めたお金 230 万円に、共同慰安金より 100 万円を足して園内の八千代通









新田：C さんは全生園に来てからは、39 年に来て 48 年まで全患協本部にいらして、
48 年からは労務外出で外に出られてて、 1 年終わったらあとは  
 
C：それ終わってからは、昭和 50 年から 52 年までは『全患協運動史』の編纂をやっ
てたんですよ、53 年、54 年は 70 年史の『俱会一処』の編纂をやったんです。そのあ































































手帳を調べたら、1 年間でまるまる休めたのは 27 日しかなかったんです。お前は馬鹿
130 
 








































































































































































第 7 章 隔離政策下を生きる／た女性の当事者性  












らは、優生保護法改悪阻止連絡会（ SOSHIREN）が指摘をしている 78。 



















                                                   
782001 年 5 月 20 日「 SOSHIREN」によって政府に対し控訴断念を求める要望書が発表された。 2006 年の
「 SOSHIREN ニュース」ではハンセン病胎児標本問題について取り上げられた。また 2006 年 10 月に実
施された「女（わたし）のからだから合宿」では「ハンセン病「胎児標本」が問いかける生と性の尊
厳」というテーマでの分科会が設定されている（ SOSHIREN 女のからだから  
http://www.soshiren.org/index.html 2013 年 12 月 28 日アクセス）。  











































































































                                                   
81「語る」ことが女性たちの自己の全体性の回復につながることについては、蘭（ 2004）において上野




















































第 2 節の先行研究では青山（2005）や黒坂（ 2009）において聞き取りがなされている。  
 『優生保護法が犯した罪―子どもをもつことを奪われた人々の証言』（2003）所収の古
川和子による「らい予防法と優生保護法」では、自身が療養所の介護職員であった古川が
「1998 年 12 月から 1999 年 7 月にかけて、私は、これまでほとんど明らかになっていな
い療養所内での『断種』の実態を明らかにするため、長島愛生園、星塚敬愛園、菊池恵楓













































 徳永進『隔離―故郷を追われたハンセン病者たち』（ 2001） 82は鳥取県出身の徳永進が
1968（昭和 43）年、大学のサークル活動で国立ハンセン病療養所を訪れたことをきっか
けとして、1972（昭和 47）年から国立ハンセン病療養所で生活する同郷の人たちの声を



















                                                   
82同書は 1982 年にゆみる出版から出された『隔離―らいを病んだ故郷の人たち』が底本となってい






































とをおばさんは言うのよ。悲しいよ。（佐々木 2003：118）  
 
外に出た人みんな経済的にやっていけるようになると子どもをつくってるよ。そうだ
                                                   





















































































編 2007： 621）。  
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補論 韓国のハンセン病者の当事者性  
―韓国のハンセン病政策の特質と病者組織の位置づけから―  


































                                                   
85韓国国家人権委員会は、「すべての個人が持つ不可侵の基本的人権を保護し、そのレベルを向上させ
ることにより、人間としての  尊厳と価値を実装して民主的基本秩序確立に資すること」を目的として
2001 年 11 月に発足した。  
http://www.humanrights.go.kr/05_sub/body01.jsp（ 2017 年 1 月 20 日閲覧）  
144 
 


































































































第 2 節 韓国のハンセン病政策の展開  
 韓国では日本で 1931（昭和 6）年に制定された「癩予防法」、「癩予防法施行規則」を「模
倣」し、朝鮮総督府統治下の 1935 年に「朝鮮癩予防令」及び「朝鮮癩予防令施行規則」が
制定され、「小鹿島慈恵医院」（現国立小鹿島病院）への隔離収容が進められたほか、療養
所長に懲戒検束権が付与された。（国家人権委員会 2005：Ⅰ）。同法令は解放後の 1954 年
に廃止、新たに「伝染病予防法」が制定され、ハンセン病は第三種伝染病に規定された 88。












ンセン事業対象者」10,843 名の内訳は、在宅が 6,399 名、定着村が 3,490 名、国立小鹿島
病院及び民間保護施設が 954 名、平均年齢は 73 歳となっている 90。 
                                                   
87同法は「ハンセン被害事件に関する真相を把握して、この事件と関連し、被害者への支援をするこ





者の自己決定を通じた登録制度への転換の必要性が指摘されている。（国家人権委員会 2005：Ⅶ）  































第 3 節 定着村事業の特徴と限界―韓国のハンセン病政策の特質との関連―  
「定着村（정착촌）」は、2014 年現在、韓国国内に 84 ヶ所存在している。その形成過程
をみると、1948 年から形成され始め 1950 年までに 10 か所、1950 年には 34 か所、1960 年
代には 43 か所、1970 年代には 12 か所、1980 年代に 1 か所（または 2 か所）がつくられて
きた（国家人権委員会 2005:Ⅷ）。最も多い時期には 101 ヶ所が韓国国内に存在していた。 
 本節ではまず、定着村事業の推進に大きな影響を与えた人物である柳駿（유준）博士と
彼の果たした役割および、ハンセン病者に対する定着村事業の政策化に至る社会経済的状












































                                                   
92杉原・周藤は定着村成立過程を「第 1 期：施設収容推進期  1909～ 1945 年」、「第 2 期：定着促進期  
1945～ 1961 年」、「第 3 期  定着推進期  1961～ 1980 年」、「第 4 期  発展・分化期  1980 年代以降」
に区分しており、「第 2 期」の日帝統治からの解放後に「小鹿島を脱出した人々が浮浪患者として都市
に流出し、患者数・浮浪患者数ともにピークに達した」という当時の状況を述べている（杉原・周藤

































国家政策的に実施されたことが述べられている（保健福祉部 2011：61）。  
さらに、保健福祉部の報告書では、「陰性患者」への対策として「定着村制度」が政府事
                                                   
93「難民定着事業」とは、朝鮮戦争によって生み出された戦争罹災者、避難民の救護のために 1952 年
から社会部によって実施された開墾事業の一つ（申 2010:26）。  






あったが、 1950 年代から 90 年代までは、柳博士が設立に携わったハンセン病者のためのスキンクリ










































































































（상조회）」 99を起源としている。「相助会」は 1930 年代に有名無実化していたものの、解
放後の 1948 年に、小鹿島から出て浮浪や物乞いをしていた病者らによって「相助会運動」











上 2005：191-192）。その後 1971 年に「ハンセン人連合会」から「ハンソン協会（한성협회）」





                                                   
98ハンセン総連合会 http://www.hansenkorea.org/より。（ 2017 年 1 月 25 日閲覧）  
99杉原・周藤（ 2002:17）では「相助会」という訳語が用いられており、本補論でもそれにならう。  
100善導（선도）とは、浮浪患者を取り締まることを意味する。日帝統治時代には「強送（강송）」とい






































 第 1 節第 2 項で取り上げた KODAF では、2010 年に疾病管理本部が行った定着村の実態調
査結果として、「性別比」、「年齢」を掲載している。それによると、定着村住民の性別比は
「男性 41.4％（1,902 人）、女性 58.66％（2,689 人）」、年齢別にみると「60 歳以下 10.0%
                                                   
1012016 年 2 月 29 日、韓国ハンセン総連合会の専務理事に対してインタビューを行った。  
154 
 
（459 人）、61-64 歳 12.1%（554 人）、65 歳以上 77.9%（3,578 人）」となっており、定着村
住民の高齢化が進んでいることがわかる（ KODAF2013：4）。また、2011 年疾病管理本部の
定着村実態調査結果から定着村住民の就労状況をみると、定着村居住世帯 3,356 世帯中、


































































































終章 ハンセン病者の当事者性を回復することの困難さの今日的所在  
第 1 節 現在のハンセン病者の当事者性の社会的位置づけと「解放」  
（1）ハンセン病者の当事者性の回復と「解放」  




















も論点となり、『全患協ニュース』では 1956 年頃から 1962 年頃にかけてたびたび誌面で取





















































                                                   














































































それを示す事例として、2003 年 11 月に熊本県にある温泉ホテルが国立療養所入所者の
宿泊を拒否した事件を取り上げてみたい。この事件は、熊本県が実施していた国立療養所
入所者に対する「ふるさと訪問事業」の実施にともなって起きた。2003 年 11 月 18 日の朝
日新聞（東京版）には、ホテル側の宿泊拒否について、「県は今年 9 月、このホテルに 11































                                                   




























第 2 節 国立療養所の将来構想に関する調査にみる将来構想計画の状況と課題  
（1）国立療養所の将来構想 










                                                   
107ハンセン病国賠訴訟西日本弁護団代表徳田靖之（ 2010）「わたしたちにできること」『菊池野』



























































































































ワードで、2011 年 1 月 1 日から 2018 年 9 月 11 日までの期間を設定して検索したところ該
当した記事は 17 件であった 108。このうち、将来構想計画について具体的に取り上げられて
                                                   







れている。一方で、香川県の大島青松園に関する記事（ 2014 年 8 月 22 日）では、同園の
交通の便の悪さが影響し、将来構想計画の策定に至っていない現状が伝えられている。  
 
表終-1 新聞記事見出しにみる将来構想計画の現状  
 記事見出し  掲載年月  
1 星塚敬愛園敷地に障害者施設を新築  地域との共生めざす／鹿児島県  20171108 
2 ハンセン病療養所の世界遺産化を提唱  瀬戸内市長、国に要請の考え  20150511 
3 生きた証し、写真に残す  大島青松園の人々、太田さん撮影  出版・大阪で展示  20140822 
4 ハンセン病療養所・邑久光明園に特養、 6 月にも着工  全国で初、交流期待  20140117 







 表終-1 に示した新聞記事のうち、2014 年 1 月 17 日（岡山全県版）の「邑久光明園に特
養」には、以下のように記述されている。 
 
   瀬戸内市の高齢化率は 29%と高く、市として特養老人ホームの整備を早急に進める
必要に迫られている事情があった。入所者にも、地域住民との交流を通じてハンセン
病に対する偏見や差別の解消につなげたいという思いがあり、同市と同園の入所者自















































第 3 節 ハンセン病者の当事者性の継承―語り手の不在という将来を見据える―  
（1）療養所の今後のあり方―歴史の継承―  










































    しかし近年、ハンセン病をめぐる問題が社会的関心を集め、この森に焦点が当て
られた結果、そこに託されたさまざまな思いが「国家権力による重大な人権侵害」と
いった特定の側面に還元して理解される状況が進んでいる。（坂田 2012：173） 
                                                   
1102016 年 2 月、 A さんへのインタビューより。  
111 「園創立七十年を記念した記録集『俱会一処』を出版してから三年後の一九八二年、自治会は緑化
























類作って、東京都の 2,100 校の小学校に無料で配ったり、DVD を 40 分のやつをつくっ
てそれもみんな配ったり、今、写真集をつくって、これは二月にできるんですけどそ





んですけど 12 町から参加して。都下の 15 の市、〇市だとか〇市だとか 15 の市から


















多磨全生園の 100 年余の歴史と重なり合っています。  
   入所者自治会は、このハンセン病の歴史・人権の歴史とともにある豊かな緑、ハン
セン病資料館、共同生活を営んできた寮や館、神社、納骨堂などの歴史的価値を持つ
建造物や史跡、これらすべてをハンセン病記念公園「人権の森」として保全・保存し、
後世に伝えようと、平成 14（2002）年、「人権の森」構想を立ち上げました。  

























出会い、A さん自身が「自己偏見」と向き合うという変化につながった。A さん、C さんは、
療養所生活のなかで先輩や仲間、社会の側の聴き手と関わり、そのことによってかれらの



















 本章の第 1 節第 2 項では図終-1「ハンセン病者の当事者性の社会的位置づけ」をもとに、
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・第 7 章 新田さやか（2014）「ハンセン病隔離政策の下での女性患者の『生』」『コミュ
ニティ福祉学研究科紀要』 12,53-63 を加筆、修正  
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⇒平成 12（2000）年以降  
⇒昭和 60（1985）年代～  
























問７．園と周辺地域のありかたについて今後希望すること  回答数 
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①  昭和 40（1965）年代～  
②  昭和 50（1975）年代～  
③  昭和 60（1985）年代～  
④  平成 7（1995）年代～  
⑤  平成 12（2000）年以降  






































































































































１）所在自治体（県）   ２）所在自治体（市、町）  
３）地元自治会・町内会 ４）教育委員会 ５）退所者（および退所者の会）   
６）全医労  ７）家族会  ８）弁護士会  ９）有識者  10）マスコミ  
11）大学などの研究機関  12）市議会/町議会  13）宗教団体  
14）国会議員懇談会  15）社会福祉協議会   16）社会福祉法人  
17）NPO 法人  18）民生委員（民生委員協議会）  19）社会福祉士会  









































































2014 年○月○日  
 
国立療養所○○園入所者自治会  
会長 ○○ ○○ 様  
東日本国際大学 福祉環境学部  

























〒970-8023 福島県いわき市平鎌田字寿金沢 37  
東日本国際大学 福祉環境学部  

































































１．  インタビューの際に、答えたくない事項がありましたら、拒否をしてください。  
２．  インタビューはいつでも中断いたしますので、中断を希望される場合は遠慮なく
仰ってください。  
３．  今回のインタビュー内容は、  立教大学  に  新田  さやか  が提出する  博士
論文（それに関連する投稿論文、学会発表）  を執筆するためのみに用います。  
４．  博士論文（それに関連する投稿論文、学会発表）を提出する前に、インタビューに
係わる箇所を確認していただき、加筆・削除・修正等のご希望を伺う場合があります。  
５．  貴重なご発言を精確に記したいとの目的により、インタビューを IC レコーダーに
記録させていただきたいのですが、実際に使用するか否かは、ご意思に従います。  









東日本国際大学  新田 さやか 
連絡先住所：〒970-8023 福島県いわき市平鎌田字寿金沢 37 
   電話： 090-3914-7964 
 
以上の内容に同意しました。  
                        年  月  日 
ご住所：  
 
お名前：  
